
⚫ 給湯器は、家庭のエネルギー消費量の約３割を占め最大のエネルギー消費源。このため、給湯器の高効率化は
エネルギーコスト上昇への対策として有効。

⚫ 加えて、昨今、①再エネ拡大に伴う出力制御対策や②寒冷地において高額な光熱費の要因となっている設備を
一新する必要性が高まっているため、これらに資する対策を重点的に措置する。

家庭用燃料電池（エネファーム）

補助対象

ヒートポンプ給湯機（エコキュート）

ハイブリット給湯機

高効率給湯器（ヒートポンプ給湯機、ハイブリッド給湯機、家庭用
燃料電池）が対象。
※省エネ法に基づくトップランナー制度における省エネ基準を満たすもの等に限る。
※機器・性能毎に一定額を補助。
※高効率給湯器の導入と併せて蓄熱暖房機または電気温水器を撤去する場合
、加算補助。

出所）リンナイ

出所）アイシン出所）三菱電機

事業概要

消費者等に対し、家庭でのエネルギー消費量を削減するた
めに必要な高効率給湯器の導入に係る費用を補助。
※ 申請手続は、消費者等と契約の締結等を行った民間企業等が行
い、補助金の交付を受け、交付された補助金を消費者等に還元する。

事業スキーム

国

補助事業者
（民間団体等）

間接補助事業者
（民間企業等）

消費者等

補助（定額）

補助金
分還元

補助（定額）

高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費
補助金 <概要> 令和５年度補正予算：５８０億円
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ヒートポンプ給湯機
（エコキュート）

ハイブリッド給湯機
家庭用燃料電池
（エネファーム）

エネルギー源 電気 電気・ガス ガス

特徴

圧縮すると温度上昇し膨張すると
温度が下がる、気体の性質を利
用して熱を移動させるヒートポン
プの原理を用いてお湯を沸かし、
タンクに蓄えるもの。

ヒートポンプ給湯器とガス給湯器を
組み合わせてお湯を作り、タンクに
蓄えるもの。二つの熱源を用いること
で、より高効率な給湯が可能。

都市ガスやLPガス等から作った水素
と空気中の酸素の化学反応により
発電するとともに、発電の際の排熱
を利用してお湯を沸かし、タンクに
蓄えるもの。

価格
（機器＋工事費）

55万円程度 65万円程度 130万円程度

主な補助額 10万円／台
※昼間の余剰再エネ電気を活用できる機器

13万円／台
※昼間の余剰再エネ電気を活用できる機器

20万円／台
※レジリエンス機能を強化した機器

商品イメージ

追加措置

蓄熱暖房機*1、電気温水器を撤去する場合

＋10万円（蓄熱暖房機） ＋５万円（電気温水器）

出所）三菱電機 出所）リンナイ 出所）アイシン

*1:蓄熱レンガを電気で温め、 放熱することで部屋を暖める器具。

補助金の対象給湯設備
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高効率給湯器導入補助金における補助額
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補助額は定額。対象製品 の①～③で補助額は異なり、更にA～Cの要件に応じた補助額とする。いずれの要件にも該当し
ない場合は、基本額とする。

① ヒートポンプ給湯機
● 基本額：8万円／台
● A要件：10万円／台
インターネットに接続可能な機種で、翌日の天気予報や日射量予報に連動することで、昼間の時間帯に沸き上げをシフ

トする機能を有するものであること。
● B要件：12万円／台
補助要件下限の機種と比べて、5％以上CO2排出量が少ないものとして、a又はbに該当するものであること。（a.2025

年度の目標基準値（JIS C 9220 年間給湯保温効率又は年間給湯効率（寒冷地含む））＋0.2以上の性能値を有するもの、
又は、b.おひさまエコキュート）
● A要件及びB要件を満たすもの：13万円／台

② ハイブリッド給湯機
● 基本額：10万円／台
● A要件：13万円／台
インターネットに接続可能な機種で、昼間の再エネ電気を積極的に自家消費する機能を有するものであること。

● B要件：13万円／台
補助要件下限の機種と比べて、5％以上CO2排出量が少ないものとして、以下の要件に該当するものであること。（一

般社団法人日本ガス石油機器工業会の規格（JGKAS A705）に基づく年間給湯効率が116.2%以上のものであること。）
● A要件及びB要件を満たすもの：15万円／台

③ 家庭用燃料電池
● 基本額：18万円／台
● C要件：20万円／台
ネットワークに接続可能な機種で、気象情報と連動することで、停電が予想される場合に、稼働を停止しない機能を有

するものであること。

上記①～③の導入と併せて、以下のいずれかの撤去工事を行う場合、その工事に応じた定額を補助
● 蓄熱暖房機：10万円／台
● 電気温水器：5万円／台
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